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令和２年度実施施策に係る政策評価書
（環境省Ｒ２－３１）

施策名 目標６－３　国際協調による取組

施策の概要

化学物質関係の各条約（POPs条約（残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約）、PIC条約（国際
貿易の対象となる特定の有害な化学物質及び駆除剤についての事前のかつ情報に基づく同意の手続に
関するロッテルダム条約）、水銀に関する水俣条約に関連する国内施策を推進するとともに、OECD、
UNEP等の国際機関との連携及び諸外国との国際協力を図り、化学物質による地球規模の環境汚染を防
止する。

達成すべき目標
化学物質関連条約に関する施策を推進するとともに、OECD、UNEP等の国際機関との連携を図り、化学物
質による環境リスクを低減させる。また、我が国の汚染状況をモニタリングするとともに、東アジア地域を対
象とした化学物質対策に係る国際協力により、有害化学物質による地球規模の環境汚染を防止する。

施策の予算額・執行額等

区分 H30年度 R元年度 R2年度 R3年度

予算の
状況
（百万
円）

当初予算（a） 740 769 783 715

補正予算（b） ▲ 4 ▲ 1 ▲ 5 -

繰越し等（c） - - －

合計（a＋b＋c） 736 769 778

執行額（百万円） 720 750 709

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

　－

測定指標

①POPs条約に基づく化学
物質モニタリングの進捗度
（一般環境中の測定を行っ
ているPOPs条約対象及び

候補物質群数）

実績値

×

年度ごとの目標値

②途上国等の水銀対策に
係るプロジェクトを形成･支

援した数（累積）

実績値

-

年度ごとの目標値

③GHSに基づく環境有害
危険性分類を実施した分
類物質数（再分類を含む）

①POPs条約の有効性評価に資するため、モニタリング調査を実施している。
令和2年度は、今までの調査結果等をふまえて、調査を行うPOPs条約対象物
質及び候補物質について選択を行った結果、実績値が設定した目標値を下
回った。一方、物質数は減ったものの、調査した物質について、水質・底質・生
物・大気の4媒体を網羅するなどの対応を行った。
②水銀対策について、環境省と国連環境計画アジア太平洋事務所が主導し、
水俣市と協働して日本の知見を活かした水俣条約実施推進プロジェクトを開
始し、アジア太平洋地域諸国の水銀対策の向上、ひいては条約の実施・遵守
の推進を支援している。これまで形成された案件以外の案件形成に向けて、
調査等を進めているが、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、海外
渡航ができず、案件形成が難しい状態であるため、R2年度から目標値を空欄
としている。
③化審法、化管法等においてリスクが懸念されている物質について、GHS
（Globally Harmonized System of Classification and Labelling of Chemicals; 化
学品の分類及び表示に関する世界調和システム）に基づく環境危険有害性の
分類を着実に実施した。

相当程度進展あり

実績値

-

年度ごとの目標値

評
価
結
果

目標達成度合いの
測定結果

（各行政機関共通区分）

（判断根拠）

別紙２



施策の分析

評
価
結
果

次期目標等への
反映の方向性

①POPs条約対応のため、「POPｓモニタリング検討会」、「新規POPs等研究会」を開催し、その検討結果を
取組に反映させている。
①SAICM国内実施計画に基づき実施している「化学物質と環境に関する政策対話」は令和2年度は未実
施だが、学識経験者、市民、事業者、行政学識経験者等の様々な主体による意見交換を行っている。
②水銀に関する水俣条約については、水銀モニタリングに関する国内検討会を通して、条約の効果的な実
施に向けた知見のインプットを行っているほか、途上国向けのワークショップにおいて有識者による講義を
取り入れている。
③GHS分類に関して、毎年国連で開催されているGHSに関する会合に参加した学識経験者から最新の情
報を入手し、取組に反映させている。

担当部局名

環境保健部
環境安全課・環境
保健企画管理課水
銀対策推進室

作成責任者名

太田志津子（環境
安全課長）
吉崎仁志（水銀対
策推進室長）

政策評価実施時期 令和3年8月

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

①「化学物質環境実態調査のあり方について」（中央環境審議会環境保健部会化学物質評価専門委員会
（第15回）資料2-6）
①令和2年度化学物質環境実態調査の進捗状況（中央環境審議会環境保健部会化学物質評価専門委員
会（第26回）資料2-3）

学識経験を有する者の知
見の活用


